
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 佐賀市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

203,429
355.15

70,802,567
67,500,574
1,389,923

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.68]

類似団体内順位

[ 14/26 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

0.48

1.15

0.73

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.68

佐賀市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率
[96.9%]

類似団体内順位

[ 26/26 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

96.9

80.0

89.6

96.9

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [97,940円]

類似団体内順位

[ 3/26 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

150,003

97,410

116,485

97,940

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.6]

類似団体内順位

[ 15/26 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

102.3

91.0

98.3
98.6

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [6.50人]

類似団体内順位

[ 2/26 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

11.00

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

9.73

5.85

8.04

6.50

公債費負担の健全度

実質公債費比率
[11.8%]

類似団体内順位

[ 2/26 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

23.7

11.3

15.8

11.8

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [429,248円]

類似団体内順位

[ 13/26 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

745,300

227,440

427,575 429,248

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

佐賀市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
◎財政力指数　：　0.68となり、類似団体平均（0.73）を若干下回っている。これまでも退職者不補充による人件費削減、事業の緊急性に
応じた取捨選択による投資的経費の抑制や平成16年度予算編成から実施した枠配分予算方式による経常経費の節減を行ってきた。
加えて、平成19年度当初予算編成から実施した施策ごと枠配分予算方式により、限られた財源を市民ニーズ等を反映した重点施策に
優先的に配分し、より一層の取捨選択を行っている。また、集中改革プランにも掲げている人件費の削減（5年間累計で約29億円）、さら
に市税徴収率の向上（5年間で1.02ポイント）の向上を目指し、財政の健全化を図る。

◎経常収支比率　：　96.9％となり前年度からは5.5ポイント悪化し、類似団体平均（89.6％）よりかなり高くなっている。人件費、物件費に
係る比率は、人件費、物件費については着実に効率化を図っているため、前年度からそれぞれ0.6、0.4ポイント改善したが、扶助費、公
債費に係る比率はそれぞれ1.6、2.5ポイント上昇 している。今後も財政力指数の項目で示した取り組みを進め、経常収支比率の上昇を
極力抑制し、集中改革プランの目標である平成23年度の93.3％達成を目指す。

◎実質公債費比率　：　11.8％であり類似団体内で2番目に健全な指数となっている。これまで徹底した事業の取捨選択による事業実施
を行うとともに、交付税算入等を考慮した財政的に有利な起債を選択して借入を行ってきたことが要因である。今後もこれまで同様の取
り組みを行い、新規借入を必要最小限に抑えプライマリーバランスの黒字化の継続と、集中改革プランに掲げている平成23年度の目標
（10.2％）の達成を目指す。

◎ラスパイレス指数　：　98.6となり、類似団体平均（98.3）を上回っている。給与構造改革に伴い、平成18年4月から、年功的な要素が強い
給料表を、職務・職責に応じた構造に見直した。今後は、平成18年1月から取り組んでいる管理職手当の5％～15％減額に引き続き取り組
むとともに、その他の諸手当の見直しを行うことで、更なる人件費の適正化に努める。

◎人口1人当たり地方債現在高　：　429,248円となり類似団体平均（427,575円）を若干上回っている。主な要因としては平成12年度から15
年度にかけて実施した新焼却炉建設事業（総事業費約226億円、うち起債約149億円）である。今後は新規借入を必要最小限に抑え、財
政健全化に努める。

◎人口1,000人当たり職員数　：　6.50人となり類似団体平均（8.04人）を下回っている。今後も平成19年3月に策定した集中改革プラン及び
定員適正化計画に沿って、事務事業の見直し、指定管理者制度の導入、民間委託、嘱託職員化などにより計画的に職員数の適正化を図
る。

◎人口1人当たり人件費・物件費等決算額　：　97,940円となり、類似団体平均（116,485円）を下回っている。これまで実施してきた、市有施
設管理業務への指定管理者制度導入や徹底した事務事業の見直しによる経費の節減、退職者不補充による人件費の削減の効果が表
れている。今後もこれまでの取り組みをさらに進め、最小の経費で最大のサービスの提供を図る。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 唐津市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

133,377
487.45

61,197,371
59,253,025
1,844,975

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.43]

類似団体内順位

[ 38/39 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.43

1.46

0.69

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.43

唐津市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.4%]

類似団体内順位

[ 20/39 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

101.6

79.7

90.9
92.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[137,951円]

類似団体内順位

[ 36/39 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

180,000

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

162,875

75,695

111,792

137,951

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.3]

類似団体内順位

[ 4/39 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

103.4

90.0

97.9

94.3

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.90人]

類似団体内順位

[ 36/39 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

14.00

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00

11.20

5.25

7.70

9.90

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.8%]

類似団体内順位

[ 32/39 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

21.1

8.9

16.5

19.8

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [585,757円]

類似団体内順位

[ 33/39 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

885,911

193,669

432,425

585,757

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

唐津市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
・財政力指数
　市町村合併前は、0.5前後の値を示していたが、合併構成町村内に中心となる産業がないこと等により財政基盤が弱く、
類似団体平均を下回っている。物件費の削減や退職者不補充等による定員管理の適正化（3年間で6.8%減）等による歳
出削減を実施するとともに、市税収納率向上対策に基づき税収の確保に努める。
・経常収支比率
　92.4%と類似団体平均を上回っている。市町村合併による職員数（人件費）増が主な要因である。定員適正化計画に基
づき平成１８年度当初比8.7%減とし、適切な定員管理に努めるとともに、部及び課で設定した「最低一課一改革」（全体で
100項目以上）に基づき、全ての事務事業を点検・見直し等を行い、「平成21年度経常収支比率85.0%以下」を目標とし改
善に努める。
・ラスパイレス指数
　類似団体平均を大きく下回っているが、今後も給与の適正化に努めることにより、引き続き縮減努力を行う。
・実質公債費比率
　公営企業の元金償還増により、類似団体平均を上回って19.8%となっている。今後その分の自主財源として、特に下水
道事業では、使用料金の値上げ、供用開始区域の加入促進等を図り繰出金を抑え3年後の実質公債費比率は19.4%以

下の達成を目指す。
・人口１人当たり地方債現在高
　類似団体平均を上回っている。今後の事業実施については、市総合計画の計画的な推進を図り、起債に大きく頼ることの
ない財政運営に努める。
・人口1,000人当たり職員数
　平成１７年１月１日の合併により市の面積が広大になり、類似団体と比較し、支所を多く設置しなくてはならないことから、
平均を上回っている。今後は定員適正化計画に基づき3年後の職員数を平成１８年度当初比8.7%減とし、適切な定員管理に
努める。
・人口1人当たり人件費・物件費等決算額
　人件費、物件費及び維持補修費の合計額の人口1人当たりの金額が類似団体平均を上回っているのは、主に人件費が
要因となっている。これは、平成１７年１月１日及び平成１8年１月１日の合併により1市6町2村の大型合併となり、類似団体
と比較し、職員数が多く、平均を上回っているためである。今後は定員適正化計画に基づき3年後の職員数を平成１８年度
当初比8.7%減とし、適切な定員管理に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 鳥栖市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

64,905
71.73

22,604,063
22,062,900
472,077

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.88]

類似団体内順位

[ 22/56 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

0.39

1.25

0.80

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値 0.88
鳥栖市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.4%]

類似団体内順位

[ 17/56 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0
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105.7

67.8

91.9 89.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [87,556円]

類似団体内順位

[ 9/56 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

160,000

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

133,817

70,927

99,813
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.0]

類似団体内順位

[ 39/56 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

103.4

92.1

98.4

100.0

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [6.02人]

類似団体内順位

[ 17/56 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00

2.00

9.67

4.10

6.49 6.02

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.9%]

類似団体内順位

[ 42/56 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均
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(%)
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [381,408円]

類似団体内順位

[ 43/56 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均
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(円)
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

鳥栖市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：企業誘致の推進、企業業績の回復及び人口の増加等による税収の増加に伴い、５年間で0.1ポイント上昇
　　　　　　　　　し、類似団体平均を0.08ポイント上回る0.88となっている。今後も企業誘致の推進、税の徴収強化を図り、
　　　　　　　　　安定した税収の確保に努める。
経常収支比率：類似団体平均を2.5ポイント下回っているものの、４年間で11.6ポイントの上昇が見られ、比率は年々悪
　　　　　　　　　　化している。来年度以降も広域によるごみ処理組合への負担金の増加や高水準で推移する退職手当等
　　　　　　　　　　による経常経費の増加が予想されるため、さらなる事務事業の見直し等による経常経費の削減を推進
　　　　　　　　　　し、財政の弾力性を保つ努力が必要である。

人口１人当たり人件費・物件費等：ごみ処理業務や消防業務等を一部事務組合で行っていることもあり類似団体平均よ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り低くなっているが、一部事務組合の人件費等にあたる負担金等を考慮すると、人口
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１人あたりの金額は類似団体平均を大きく上回る。今後、これらの経費も含めた見直
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しが必要である。
ラスパイレス指数：類似団体平均を1.6ポイント上回っているものの、国家公務員の給与と同水準である。今後も国公準
　　　　　　　　　　　　拠を基本とし、給与の適正化に努める。

人口１人当たり地方債現在高：平成5-8年度のスタジアム建設等に伴う多額の地方債発行により、現在のところ類似団体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平均を上回っているものの、ピーク時（平成10年度末300億円）と比べると、大幅に減少（平
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　成18年度末248億円）している。今後も公的資金の繰上償還を実施するなど市債残高の減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　少に努め、平成22年度までには予算規模（約200億円）程度までの減額を図る。

実質公債費比率：過去の大型事業の実施に伴う起債の償還や、一部事務組合への起債償還分負担金の増加により、類
　　　　　　　　　　似団体平均を2.6ポイント上回る16.9％となっている。広域ごみ処理施設については、平成19年度から償還
　　　　　　　　　　　額が最大値に達するため、ここ数年のうちには起債許可団体になる見込みである。今後、市債の活用に
　　　　　　　　　　　は十分な注意が必要であり、極力新規発行の抑制に努める。

人口1,000人当たり職員数：退職不補充、学校事務・保健職員の嘱託化等による、人員削減の効果により、類似団体平均
　　　　　　　　　　　　　　　　　　を下回っている。今後も、第３次鳥栖市定員適正化計画及び第３次鳥栖市行政改革大綱に基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　づき、平成22年度までの５年間で平成17年度比△4.3％の人員削減を目指す。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 多久市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

22,765
96.93

11,139,364
10,784,794
304,305

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.39]

類似団体内順位

[ 74/132 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.21

0.97

0.45

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.39

多久市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [97.4%]

類似団体内順位

[ 104/132 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

119.9

80.2

93.7

97.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [126,511円]

類似団体内順位

[ 52/132 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

261,568

86,094

130,591 126,511

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.7]

類似団体内順位

[ 103/132 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

101.8

68.0

95.6
97.7

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.79人]

類似団体内順位

[ 39/132 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.96

5.05

9.60 8.79

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [12.8%]

類似団体内順位

[ 12/132 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

38.1

6.9

17.4
12.8

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [497,395円]

類似団体内順位

[ 59/132 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,626,953

224,196

564,060 497,395

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

多久市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：人口の減少や長引く景気低迷により税収は減少傾向であるが、分母である基準財政需要額の減少により
数値はここ数年伸びを示している。今後も企業誘致による雇用拡大や定住奨励金制度を活用した定住人口増を図り税
収の増加を目指す。

経常収支比率：少子高齢化により扶助費の増加は避けがたく、公債費についても既発行分の起債額に対する償還が、し
ばらくは下がる傾向は見られないので、人件費の抑制、経常経費の削減に努めている。これまでも職員数削減、業務の
民間委託などの努力を行ってきたが、引き続き行財政改善に努める。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：あまり類団比較とは変わらないが、当市においては集中改革プランにより毎年
職員数の削減等による人件費が主であり、物件費については毎年ほぼ同じ水準となってはいるが、施設運営の民間委
託化や、指定管理者制度を導入しさらにコストの低減を図っていく方針である。

ラスパイレス指数：平成１４年度から平成１８年度までの５年間で２．３ポイント減と水準は減少傾向である。職員数の縮
減、人件費の抑制についてはこれまでも行ってきているが、今後も集中改革プランに沿って総人件費の削減に努めると

ともに地域の実情及び市の財政状況を考慮しながら一層の適正化に努める。

人口１人当たり地方債現在高：区画整理事業、公共下水道事業、道整備交付金事業等の大型事業の実施で上昇傾向に
あるが、今後新規発行債を抑制し、起債残高の縮減に努める。

実質公債比率：類似団体よりも下回ってはいるが、引き続き区画整理事業、公共下水道事業などの大規模な継続事業が
控えているためさらに事業の適正化・健全化に努め起債に大きく頼ることのない財政運営をおこなう。

人口１０００人当たり職員数：これまで平成１５年３月末の職員数を平成２０年度当初までに３９人減（削減率11.6％）とし、平
成１９年４月１日現在４２人減を実施した。今後、集中改革プランに沿って２０年度から２２年度までの３年間で１３人減を目
標とする。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 伊万里市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

58,670
254.99

20,676,410
20,514,881
151,123

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.55]

類似団体内順位

[ 72/127 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.28

1.33

0.63

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.55

伊万里市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [100.2%]

類似団体内順位

[ 122/127 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

106.3

75.6

92.1

100.2

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [117,226円]

類似団体内順位

[ 72/127 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

187,089

70,655

115,686 117,226

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.4]

類似団体内順位

[ 42/127 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

102.1

86.5

97.3 96.4

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.10人]

類似団体内順位

[ 88/127 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

15.99

4.38

8.20
9.10

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.3%]

類似団体内順位

[ 102/127 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

25.0

5.5

16.1

19.3

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [351,773円]

類似団体内順位

[ 40/127 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

1,003,525

164,141

435,157
351,773

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

伊万里市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】
　平成17年度に比して0.03ポイント上昇はしているものの、依然として類似団体平均を下回っているため、平成18年度に
策定した第2次財政健全化計画に基づき、事務事業の徹底的な見直しによる歳出の削減（平成22年度までに5.8％削減）
を行うとともに、滞納繰越市税等の徴収率向上対策等を実施し、歳入確保に取り組む。
【経常収支比率】
　地方交付税の減少や法人市民税の減収等により、類似団体平均を大きく上回る100.2となっている。今後は、市内IC関
連企業の事業拡張により法人市民税等の増額が見込まれ、若干改善するものと予想されるが、引き続き高い水準で推
移する見通しであり、市税等の徴収率向上による自主財源確保を図るとともに、さらなる歳出削減を行い財政の健全化
を図る。
【実質公債費比率】
　類似団体平均、全国平均及び県内平均ともに大きく上回り19.3％となっている。今後も大型プロジェクト事業等が控えて
いることもあり、公営企業の元利償還金に対する繰出しや一部事務組合の元利償還金に対する負担が増加するため、
実質公債費比率は平成26年度まで上昇する見込みである。このため、普通会計における起債借入をできるだけ抑制（標
準財政規模10％以下）し、また高金利既往債については借換債を活用するなど後年度の公債費負担の適正化を図る。

【人口１人当たり地方債現在高】
　現在のところ、類似団体平均を下回っているが、今後中学校建設事業などの大型プロジェクト事業を予定しているため、
他事業の地方債の発行の抑制等により増加しないように努める。
【ラスパイレス指数】
　職員年齢層比率の変動により昨年比0.3ポイント下落し96.4となり、類似団体平均を下回っている。今後も財政健全化計
画に基づき、各種手当を見直すなどより一層の縮減努力を行う。
【人口1,000人当たり職員数】
　市の面積が広大で、類似団体と比較し、支所・出張所を多く配置しなくてはいけないことから平均を上回っている。今後は
退職者の補充を4割程度とするなど、定員管理の適正化に努める。
【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
　物件費・維持補修費においては類似団体平均を下回っているが、人件費において、類似団体平均を上回っているため、
全体で平均を上回っている。このため、人件費について、退職者4割補充や手当の見直しなど、財政健全化計画に基づき
更なる縮減を図る。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 武雄市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

52,231
195.44

19,776,469
19,395,102
339,134

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.47]

類似団体内順位

[ 93/127 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.28

1.33

0.63

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.47

武雄市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [94.3%]

類似団体内順位

[ 87/127 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

106.3

75.6

92.1
94.3

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[108,821円]

類似団体内順位

[ 47/127 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

187,089

70,655

115,686 108,821

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.0]

類似団体内順位

[ 56/127 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

102.1

86.5

97.3 97.0

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.58人]

類似団体内順位

[ 47/127 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

15.99

4.38

8.20 7.58

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.2%]

類似団体内順位

[ 70/127 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

25.0

5.5

16.1 16.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [492,292円]

類似団体内順位

[ 90/127 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

1,003,525

164,141

435,157
492,292

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

武雄市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
○財政力指数
　昨年度より0.3ポイントの増となっているが、税源移譲によるものが殆どであり、依然として当市の財政力は弱い状態に
ある。今後は企業誘致を積極的に行うなど税収の増加を図り財政基盤の強化を図る。
○経常収支比率
　扶助費及び農業集落排水事業への繰出金の増等の要因により対前年度比0.8％上昇している。今後は行政改革プラ
ンに基づく事務事業の見直し、人件費の削減に取組み、義務的経費の削減に努めるとともに自主財源の確保に努める。
○人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　類団平均を若干下回っているが、今後も行政改革プランに基づく組織機構の見直し、定員適正化計画に基づく職員数
の削減に努め、行政のスリム化を図る。
○ラスパイレス指数
　類団平均を若干下回っているが、今後も行政改革プランに基づく給与制度の見直し、各種施設の指定管理者制度の導
入を図りより一層の改善を図る。

○人口１人当たり地方債現在高：
　全国平均や佐賀県平均、類団平均のいずれよりも高くなっており、財政硬直化の一因となっている。事務事業計画
に基づき適切な管理に努める。

○実質公債費比率
　類団平均より0.1％上回っているが、今後は農業集落排水事業や公共下水道事業などに伴う償還の影響により
数値が増大することが見込まれるため、事業計画の整理縮小を図り、起債に大きく頼らない健全な財政運営に努める。

○人口１，０００人当たり職員数
　人口１，０００人当たり7.58人と類団平均より低い水準ではあるが、今後も行政改革プランに基づく組織機構の見直し、
定員適正化計画に基づく職員数の削減（平成19年～23年：63人の減、普通会計以外含）に努め、行政のスリム化を図る。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 鹿島市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

32,384
112.10

11,434,078
11,183,737
216,382

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.44]

類似団体内順位

[ 57/132 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.21

0.97

0.45

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.44

鹿島市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [95.3%]

類似団体内順位

[ 90/132 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

119.9

80.2

93.7
95.3

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[91,213円]

類似団体内順位

[ 4/132 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

261,568

86,094

130,591

91,213

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.0]

類似団体内順位

[ 110/132 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

101.8

68.0

95.6
98.0

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [6.98人]

類似団体内順位

[ 8/132 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.96

5.05

9.60

6.98

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [18.6%]

類似団体内順位

[ 89/132 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

38.1

6.9

17.4
18.6

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [349,304円]

類似団体内順位

[ 13/132 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,626,953

224,196

564,060
349,304

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

鹿島市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】　前年度から0.01ポイントの増で、類団平均値とほぼ同じ水準となった。今後は税収等の自主財源を増額・確保するため
に、定住化促進や企業誘致などの施策を展開し、指標改善を図っていく。

【経常収支比率】　歳入では市税や地方交付税など主要一般財源は前年度並みを確保できたが、歳出では平成17年度に策定した行財
政改革大綱に基づき人件費（退職金を除く）や補助費等は抑制したものの、公債費がピークであったことや公共下水道事業への繰出基
準の見直し（分流式下水道を基準内繰出へ）の影響などのため、前年度より1.9ポイントの上昇となった。全国・県内・類似団体の各平均
値より高い水準となっており、今後も行革大綱に基づく歳出削減等を着実に実行していくとともに、公営企業を含めた地方債の計画的な
発行など公債費の適正管理により指標改善を図っていく。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】　職員数は、早期退職などにより行革大綱に基づく人員削減以上に減少しており、人件費
（退職金を除く）も減小（前年度比△2.6%）しているが、正規職員の臨時職員化などによる賃金の増や指定管理者制度の導入による委託
料の増などにより物件費は増加（同2.8%）し、施設の老朽化への対応で維持補修費についても前年度より増加（同1.1%）した。今後、人件
費については行革大綱に基づく人員削減（H27末の職員数225人（H19対比△35人）※特別会計含む）により減少する見込であるが、物
件費、維持補修費は増加することも予想される。

【ラスパイレス指数】　平成18年度に給与構造改革を行い、給与の適正化を図った。現在は98.0%と全国平均を0.1ポイント、類団平均を2.4
ポイント上回ったが、行革大綱の人員削減目標（H27末職員数225人（H19対比△35人）※特会含む）に基づき、給与費の縮減に努める。

【人口一人当たり地方債残高】　計画的な地方債の発行により、地方債残高は前年度末と比較し672,436千円の減（△5.6%）と急激に減少
しており、人口が減少しているものの、全国・県内・類似団体の各平均値と比較しても適正な水準にあるといえる。今後は小中学校など公
共施設の耐震化が控えており、これまでどおりの計画的な地方債の発行により地方債残高の適正管理に努めたい。

【実質公債費比率】　一般会計の公債費が前年度比1.8％増のピークであったことや、土地改良事業の受益者負担に係る元金償還への助
成額を算定数値に含まれたこと、公共下水道事業への繰出基準の見直し（分流式下水道を基準内繰出へ）により、前年度から1.9ポイント
増となり、18%を超え起債許可団体となった。公共下水道事業への公債費に係る繰出は今後も高水準で推移する見込であるため、公営企
業を含めた市全体での地方債の適正管理が必要と考える。

【人口1､000人当たり職員数】　早期退職や行革大綱に基づく退職者不補充により、一般会計に係る職員数については平成14年度から平
成18年度までの5年間で27人の減となっており、全国・県内・類似団体の各平均値と比較して良好といえる。今後も行革大綱に基づく人員
管理により更なる適正化（H27末の職員数225人（H19対比△35人）※特会含む）を図っていく。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 小城市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

46,915
95.85

16,600,366
16,046,677
439,570

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.46]

類似団体内順位

[ 50/132 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.21

0.97

0.45

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.46

小城市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [90.2%]

類似団体内順位

[ 38/132 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

119.9

80.2

93.7
90.2

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [108,644円]

類似団体内順位

[ 21/132 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

261,568

86,094

130,591
108,644

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.4]

類似団体内順位

[ 50/132 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

101.8

68.0

95.6 94.4

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.80人]

類似団体内順位

[ 19/132 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.96

5.05

9.60
7.80

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [8.0%]

類似団体内順位

[ 2/132 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

38.1

6.9

17.4

8.0

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [382,005円]

類似団体内順位

[ 19/132 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,626,953

224,196

564,060
382,005

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

小城市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
●財政力指数
　全体的に税源移譲や税制改正の影響を受け向上している。本市においては、財政健全化計画を実行するとともに企業
誘致による雇用の創出と徴収率の向上など更なる歳入確保に努める。
●経常収支比率
　前年度比で△0.7ポイント改善しているものの扶助費や公債費等の経常経費は増加傾向にある。今後は行政評価シス
テムを活用した事務事業の見直しによる歳出削減、市税等の徴収率の向上など歳入確保に取り組むことにより経常収
支比率の抑制に努める。
●ラスパイレス指数
　給与構造改革と併せて職務・職責に応じた給与体系に見直しを行っている。類似団体平均より下回っているが、引き続
き給与構造の見直しに取り組んでいく。平成１７年度から定員適正化計画により平成２１年度までに４３名（10.1％）の人
員削減の計画をしている。

●実質公債費比率
　類似団体よりは下回っているものの、今後は義務教育施設の償還が嵩み軒並み公債費は上昇するものと予想される。こ
の上昇を抑えるため、財政健全化計画により平成１９年度から公的資金補償金免除制度を活用し繰上償還を行い実質公
債費比率の抑制に努めていく。
●人口１人当たりの人件費・物件費等決算額
　類似団体より下回っているものの、定員適正化計画の実行と事務事業評価システムにより事務事業の更なる見直しに努
める。
●人口１人当たりの地方債現在高
　近年の義務教育施設整備事業により上昇傾向にある。今後も整備事業は続いていくが市債にあっては必要最小限に抑
えていく。
●人口1,000人当たりの職員数
　昨年と比較して△0.3ポイントとなっている。これは定員適正化計画に基づき定員管理を行っていることにある。引き続き
事務事業の見直しや民間委託、アウトソーシング等を推進していき適正な定員管理に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 嬉野市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

29,944
126.51

11,387,539
10,952,389
414,708

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.46]

類似団体内順位

[ 50/132 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.21

0.97

0.45

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.46

嬉野市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [93.4%]

類似団体内順位

[ 69/132 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

119.9

80.2

93.7 93.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[98,624円]

類似団体内順位

[ 8/132 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

261,568

86,094

130,591

98,624

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.0]

類似団体内順位

[ 70/132 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

101.8

68.0

95.6 96.0

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [6.68人]

類似団体内順位

[ 6/132 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.96

5.05

9.60

6.68

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [15.6%]

類似団体内順位

[ 42/132 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

38.1

6.9

17.4 15.6

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [397,529円]

類似団体内順位

[ 25/132 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,626,953

224,196

564,060
397,529

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

嬉野市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：市町村合併により財政基盤の強化が図られたところである。今後とも、歳出削減、定員管理・給与の適正
化、地方税の徴収強化等の取り組みを通して、財政基盤の強化に努める。

経常収支比率：類似団体平均と同水準であるが、繰出金の増加に伴い、比率は年々悪化している。下水道使用料の見直
し等を通して、現在の水準の維持に努める。

ラスパイレス指数：類似団体平均と同水準にあり、今後も給与制度、諸手当の見直し等により、給与の適正化に努める。

実質公債費比率：類似団体平均を下回っており、今後も緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債に
大きく頼ることのない財政運営に努める。

人口１人当たり地方債現在高：類似団体平均を下回っており、今後も地方債の発行の抑制等により、類似団体平均を上回
ることがないように努める。

人口1,000人当たり職員数：過去からの新規採用抑制策により類似団体平均を下回っている。今後も中長期的な人事管理
を考慮しながら、より適切な定員管理に努める。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：類似団体平均と比較して、人件費・物件費等の適正度は低くなっているが、今後
も指定管理者制度の導入等により民間委託を進め、コストの低減に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 神埼市
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

33,976
125.01

11,781,042
11,522,695
248,159

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.43]

類似団体内順位

[ 62/132 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

0.21

0.97

0.45

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.43

神埼市の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [95.1%]

類似団体内順位

[ 85/132 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

130.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

119.9

80.2

93.7
95.1

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[94,626円]

類似団体内順位

[ 6/132 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

261,568

86,094

130,591

94,626

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.3]

類似団体内順位

[ 37/132 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

101.8

68.0

95.6
93.3

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.39人]

類似団体内順位

[ 12/132 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.96

5.05

9.60

7.39

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [22.1%]

類似団体内順位

[ 120/132 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

38.1

6.9

17.4

22.1

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [494,403円]

類似団体内順位

[ 57/132 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,626,953

224,196

564,060 494,403

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

神埼市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
○財政力指数：0.43となり前年度の0.42より0.01ポイント上昇している。類似団体内平均値0.45を若干下回っている。行
　財政改革、税の徴収強化等に取組み、財政基盤強化に努める。

○経常収支比率：95.1％となり前年度98.7％を3.6％下回った。この主な要因は普通交付税の増（+364,402千円）、市税
　の増　（+113,309千円）である。類似団体内平均値と比べると若干高い数値であるが、その要因として、補助費
　等、公債費に係る数値が高いためである。今後、行財政改革による歳出削減、公債費負担適正化計画に沿った起債
　運用を行い、数値の改善を図る。

○人口1人当たりの人件費・物件費等決算額：類似団体内平均値を下回る結果となった。合併による効果、退職者負
　補充による人件費削減が要因と言える。今後も、経費節減に努め最少の経費で最大のサービスの提供を図る。また、
  行財政改革プランに基づき、新規採用については退職者数に対し1/2程度に抑え人件費の適正化に努めたい。

○ラスパイレス指数：類似団体内平均値を若干下回った。今後も行財政改革プランに基づき、新規採用については
　退職者数に対し1/2程度に抑え人件費の適正化に努めたい。

○人口1人当たり地方債残高：類似団体内平均数値を若干下回っている。今後も行財政改革プラン、公債費負担適正化
　計画をもとに適正な起債管理をし、住民負担増とならないよう努めたい。

○実質公債費比率：土地改良関係債務負担行為、特別会計の公債費繰出金の増により類似団体内平均値を4.7％上回
　り県内でも高い数値となった。今後、行財政改革プラン、公債費負担適正化計画をもとに事業の取捨選択を行い、公債
　費負担適正化計画最終年度（平成２５年度）には18.0％未満を目標とし、適正な起債運用を図る。

○人口1000人当たり職員数：類似団体内平均数値を下回った。これは旧町村時の新規採用抑制、合併後の退職者不補
　充によるものである。今後も適正な定員管理に努めたい。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 川副町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

18,342
46.49

5,723,351
5,612,155
102,996

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.40]

類似団体内順位

[ 12/36 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.18

1.37

0.41

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.40

川副町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.0%]

類似団体内順位

[ 6/36 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

96.6

65.3

88.7
86.0

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [102,595円]

類似団体内順位

[ 1/36 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

277,071

102,595

147,410

102,595

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.2]

類似団体内順位

[ 29/36 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

101.1

89.9

95.1

97.2

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [6.71人]

類似団体内順位

[ 1/36 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

17.16

6.71

10.16

6.71

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [12.4%]

類似団体内順位

[ 6/36 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

23.9

10.3

16.0

12.4

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [372,694円]

類似団体内順位

[ 7/36 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,737,841

202,599

613,718

372,694

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

川副町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
◎財政力指数　：　0.40となり類似団体平均（0.41）を若干下回っている。今後も引き続き税収等の確保と投資単独事業の
抑制に努め、財政基盤の強化を図る。

◎経常収支比率　：　86.0％となり対前年比で0.2ポイント改善している。これは、行政改革の一環としての退職者不補充に
よる人件費の削減、補助費等及び公債費の減少が主な要因となっている。

◎実質公債費比率　：　12.4％となり類似団体平均（16.0）より低くなっている。今後も事業の緊急性、住民ニーズ等を的確
に把握し、健全な財政運営に努める。

◎ラスパイレス指数　：　97.2となり類似団体平均（95.1）を上回っている。定員適正化計画による職員数の抑制とあわせ、
諸手当の見直しを行うことで人件費の適正化に努める。

◎人口1人当たり地方債現在高　：　前年度からは微減の372,694円となり、全国、県内市町村平均よりも低い水準となって
いる。今後、下水道整備事業の進捗に伴い増加することが見込まれるため、引き続き事業の取捨選択等により地方債発行
の抑制に努める必要がある。

◎人口1,000人当たり職員数　：　6.71人となり、類似団体で最も健全な指標となっている。今後も定員適正化計画に基づき、
計画的な定員適正化に取り組む。

◎人口1人当たり人件費・物件費等決算額　：　102,595円となっており、類似団体で最も健全な指標となっている。今後も定
員適正化計画に基づき職員数の抑制に努め、人件費の適正化を図るとともに、事務事業の見直しによる経費の節減を図
る。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 東与賀町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

8,304
15.39

3,003,918
2,909,780
67,348

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.32]

類似団体内順位

[ 55/83 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.18

1.78

0.51

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.32

東与賀町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [80.5%]

類似団体内順位

[ 11/83 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

113.0

63.3

89.1

80.5

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[109,839円]

類似団体内順位

[ 5/83 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

356,113

98,924

176,801

109,839

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.9]

類似団体内順位

[ 55/83 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.7

84.2

92.5

93.9

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.35人]

類似団体内順位

[ 1/83 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

23.56

7.35

12.21

7.35

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [8.0%]

類似団体内順位

[ 7/83 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

30.0

4.1

15.3

8.0

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [223,207円]

類似団体内順位

[ 2/83 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,868,612

116,222

627,359

223,207

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

東与賀町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
◎財政力指数　：　平成11年度以降毎年微増傾向にあり、また、平成18年度は類似団体平均（0.51）を下回っている。今
後も行財政改革を進め、徹底した歳出削減を実施するとともに、町税の徴収率向上対策を中心とする歳入確保に努め
る。

◎経常収支比率　：　80.5％となり類似団体平均（89.1）よりかなり低くなっている。平成8年度より80％台で推移しているも
のの、財政の硬直化が進んでおり、今後も扶助費や特別会計への繰出金の増加による更なる財政の硬直化が予想され
るため、引き続き行財政改革を進め、経常経費の抑制に努める。

◎実質公債費比率　：　過去(平成10～13年度)に起債の繰上償還を実施したことにより公債費を抑制しており、類似団体
平均（15.3）より低くなっている。今後も事業の取捨選択による適切な起債運用に努める。

◎ラスパイレス指数　：　93.9となり、類似団体平均（92.5）を上回り、全国市町村平均と同水準となっている。今後も定員適
正化計画による職員数の抑制とあわせて諸手当の見直しを行うことで、人件費の適正化に努める。

◎人口1人当たり地方債残高：　223,207円となり、類似団体平均（627,359円）を大きく下回っており、類似団体内で2番目に
健全な状況となっている。これまで、財政規模に見合った借入を行ってきた効果が表れたものであり、今後も必要最低限の
借入で町債残高の抑制を図る。

◎人口1,000人当たり職員数：　昨年に引き続き、類似団体内で最も健全な指標となっている。要因としては、指定管理者制
度の導入や退職者不補充による職員数の抑制によるものであり、今後も定員の適正化に努める。

◎人口1人当たり人件費・物件費等決算額　：　109,839円となり、類似団体平均（176,801円）を下回っている。これは、これ
まで実施してきた事務事業の見直しや定員適正化の取り組みの効果が表れたためであり、引き続き適正化に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 久保田町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

8,309
14.39

3,262,419
3,182,758
79,661

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.46]

類似団体内順位

[ 34/83 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.18

1.78

0.51

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.46

久保田町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [80.3%]

類似団体内順位

[ 10/83 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

113.0

63.3

89.1

80.3

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [98,924円]

類似団体内順位

[ 1/83 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

356,113

98,924

176,801

98,924

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.2]

類似団体内順位

[ 65/83 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.7

84.2

92.5

95.2

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.46人]

類似団体内順位

[ 2/83 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

23.56

7.35

12.21

7.46

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [10.2%]

類似団体内順位

[ 15/83 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

30.0

4.1

15.3

10.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [299,017円]

類似団体内順位

[ 7/83 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,868,612

116,222

627,359

299,017

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

久保田町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
◎財政力指数　：　0.46となり類似団体平均（0.51）を若干下回っているが、過去3年間の傾向としては改善している。今後
とも、更なる税収の徴収強化を中心とする歳入確保に努める。

◎経常収支比率　：　80.3％となり類似団体平均（89.1）より低くなっている。経常経費は、集中改革プランに基づき、平成
18年度においては職員6名（9％）減とするなど定員適正化による人件費抑制を図った。また、物件費や補助費等につい
ても、段階的に縮減している。今後も引き続き行財政改革に取り組み、経常経費の縮減に努める。

◎実質公債費比率　：　10.2％となり類似団体平均（15.3）よりかなり低くなっている。過去3年間、同水準で推移しており、
今後とも事業の緊急度・住民ニーズを的確に把握した事業の選択により、起債に大きく頼ることのない財政運営に努め
る。

◎ラスパイレス指数　：　95.2となり類似団体平均（92.5）を上回っている。今後は、定員適正化計画による職員数の抑制
とあわせて諸手当の見直しを行うことで人件費の適正化に努める。

◎人口1人当たり地方債残高　：　299,017円となり類似団体平均（627,359円）を大きく下回っている。要因として、近年、大
規模な投資的事業を実施していないためであり、今後も新規借入を必要最小限に抑え、財政健全化に努める。

◎人口1,000人当たり職員数　：　平成18年度当初に職員削減（9％）を行い、類似団体内で2番目に健全な状態となってい
る。これは、組織や事務事業見直しにより職員の削減を図ったためである。今後も、住民サービスの低下を招かぬよう組織
のスリム化を図り、適正な定員管理に努める。

◎人口1人当たり人件費・物件費等決算額　：　98,924円となり類似団体中最も健全な状態となっている。これまで実施して
きた退職者不補充による人件費の削減や事務事業の見直しよる経費の縮減が要因である。今後も引き続き集中改革プラ
ンに基づき経費の縮減に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 吉野ヶ里町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

15,865
43.94

10,907,726
10,628,021
145,585

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.57]

類似団体内順位

[ 21/64 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.19

1.63

0.62

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.57

吉野ヶ里町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [97.8%]

類似団体内順位

[ 55/64 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

111.1

60.0

88.6

97.8

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[123,043円]

類似団体内順位

[ 33/64 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

207,638

81,346

120,671
123,043

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.1]

類似団体内順位

[ 41/64 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

101.3

82.0

95.1
96.1

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.01人]

類似団体内順位

[ 37/64 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.87

4.68

8.39
9.01

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [14.9%]

類似団体内順位

[ 33/64 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

24.2

5.2

14.1
14.9

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [576,883円]

類似団体内順位

[ 46/64 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,786,942

148,763

403,819
576,883

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

吉野ヶ里町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：
　ここ2年間で連続した伸びを見せており、0.57となっているものの、類似団体平均を下回っており、町税の徴収率の向上
（3年間で0.38％の向上）等による税収増加等による歳入の確保に努める。
経常収支比率：
　昨年度より、4.2％上昇し、97.8％と類似団体を大きく上回っている。これは、平成18年度創設の繰出基準「分流式下水
道等に要する経費」により繰出金の経常収支比率が3.9％上昇したことが主な要因である。下水道使用料の見直し等によ
る下水道会計への繰出金の抑制、優先度の低い事務事業について廃止・縮小を進め、経常経費の削減を図る。
ラスパイレス指数：
　類似団体平均を1.0、全国町村平均を2.2上回っている。地域の民間企業の平均給与の状況を踏まえ、給与の適正化に
努めることにより、類似団体平均の水準まで近づける必要がある。
実質公債費比率：
　普通建設事業費に係る起債の償還等に伴い上昇し、類似団体平均をやや上回っている。今後控えている大規模な事業
計画の整理・縮小を図るなど、起債依存型の事業実施を見直し、今後、類似団体の水準である14.1％まで低下させる。

人口１人当たり地方債現在高：
　類似団体平均に比較して町債残高は公営住宅建設事業などで大きく上回っている。義務的な経費(物件費など)の削減を
中心とする行財政改革をに進めるとともに、新規発行債の抑制を行い、財政の健全化に努める。
人口1,000人当たり職員数：
　ダム対策事業など積極的な施策の展開に人員が必要であり、類似団体平均を上回っている。今後、事務の効率化の促進
（機構改革など）を図り、吉野ヶ里町が目標として掲げる「今後5年間で職員数5.1％削減」の達成を目指す。
人口１人当たり人件費・物件費等決算額：
　人件費、物件費などの合計額の人口1人当たりの金額が類似団体平均を上回っているのは、主に人件費が要因となって
いる。これは主にダム対策、基地対策など特殊な事業を遂行している為である。今後、機構改革などを図りながら人件費を
抑制する。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 基山町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

18,379
22.12

4,965,579
4,900,956
61,968

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.71]

類似団体内順位

[ 16/64 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.19

1.63

0.62

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値
0.71 基山町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [93.8%]

類似団体内順位

[ 40/64 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

140.0

120.0

100.0

80.0

60.0

40.0

111.1

60.0

88.6
93.8

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[100,294円]

類似団体内順位

[ 11/64 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

207,638

81,346

120,671

100,294

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.5]

類似団体内順位

[ 54/64 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

101.3

82.0

95.1

98.5

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [7.18人]

類似団体内順位

[ 15/64 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

16.87

4.68

8.39
7.18

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [12.9%]

類似団体内順位

[ 20/64 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

24.2

5.2

14.1 12.9

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [360,368円]

類似団体内順位

[ 27/64 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,786,942

148,763

403,819 360,368

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

基山町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】 ここ５年間で連続した伸びを見せており、類似団体平均を上回る０．７１となっている。今後も組織機構の見
直し（１３課体制から３課減の１０課体制）など平成１８年度より取り組んでいる行政改革を推進しながら、財政の健全化を
図る。

【経常収支比率】 交付税の大幅減による歳入一般財源の減少、公債費及び繰出金の増加により初めて９０％を超え、９
３．８％と類似団体平均を上回った。今後は小学校改築事業以外の地方債発行の抑制、医療費の抑制、その他経常経費
の削減に努め、類似団体水準まで低下させる。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】 近年の物件費等抑制や行政改革により類似団体平均を下回っている。今後
も経費節減に向けた取り組みに努め、引き続き水準を抑える。

【人口１人当たり地方債現在高】 近年大規模事業が少なかったため類似団体平均を下回っているが、現在小学校改築事業
を実施（発行予定総額１，４３０百万円）しているため、その他の投資的事業の抑制等により、類似団体平均を上回ることが
ないよう努める。

【実質公債費比率】 近年の地方債発行の抑制により類似団体平均を下回っているが、現在小学校建設事業を実施している
ため、その他の投資的事業の抑制に努め、引き続き水準を抑える。

【人口1,000人当たり職員数】 ここ数年の新規採用者の抑制により、類似団体の平均を下回っている。今後も指定管理者制
度の活用等により適正な定員管理に努める。

【ラスパイレス指数】 旧来の給与体系の影響により、類似団体の平均を上回る９８．５％となっている。今後は、給与水準の
引下げ、勤務成績の給与への反映等に取り組み、給与の適正化に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 上峰町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

9,276
12.79

3,497,954
3,414,995
82,959

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.63]

類似団体内順位

[ 19/83 ]

全国市町村平均

0.53

佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.18

1.78

0.51

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.63

上峰町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [98.8%]

類似団体内順位

[ 71/83 ]

全国市町村平均

90.3

佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

113.0

63.3

89.1

98.8

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[110,974円]

類似団体内順位

[ 7/83 ]

全国市町村平均

116,701

佐賀県市町村平均

111,833

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

356,113

98,924

176,801

110,974

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.9]

類似団体内順位

[ 62/83 ]

全国市平均

97.9

全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.7

84.2

92.5

94.9

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.30人]

類似団体内順位

[ 6/83 ]

全国市町村平均

7.82

佐賀県市町村平均

8.04

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

23.56

7.35

12.21

8.30

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [21.6%]

類似団体内順位

[ 74/83 ]

全国市町村平均

15.1

佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

30.0

4.1

15.3

21.6

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [582,266円]

類似団体内順位

[ 39/83 ]

全国市町村平均

456,703

佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,868,612

116,222

627,359 582,266

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

上峰町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数
　0.63と類似団体平均（0.51）を上回っているが、補助費等（一部事務組合負担金）、公債費及び繰出金の増
加などの影響で財源的な余裕はなく、今後も行財政改革による歳出削減を図るとともにより一層の自主財源
の確保に努める。
経常収支比率
　98.8と昨年度より3.3ポイントの増となっている。主な増加要因としては、補助費等（+1.9）、公債費（+1.5）及び
繰出金（+3.2）が挙げられる。また、義務的経費である扶助費及び公債費については、今後も増加する傾向が
あり、高利率の地方債の借換により公債費の削減等を図り、経常経費の削減に努める。収入面では、町税収
納率の向上及び各種使用料の見直し等を行う。
実質公債費比率
　過去の普通建設事業費に係る起債の償還等に伴い上昇している。また、準元利償還金の上昇も当該比率
が大きく上昇した要因となっている。今後とも新規発行債の抑制を図り、公債費負担適正化計画に沿った財
政の健全化に努めるとともに高利率の地方債の借換により公債費の削減等を図る。

ラスパイレス指数
　前年度より1.9ポイントの減となっている。定員管理の適正化に基づく退職者の不補充によりこれからも指数は
下がっていくと思われるが、今後も定数の見直しを含め、人件費総額の更なる抑制を図る。
人口１人当たり地方債現在高
　類似団体平均を若干下回っているが、地方債に関する他の指標との改善を図るために、今後とも新規発行債
の抑制を図り、公債費負担適正化計画に沿った財政の健全化に努める必要がある。
人口１，０００人当たり職員数
　行財政改革による事業の見直しや定員管理の適正化による新規採用を控え、平成22年4月1日数値目標73人
に向けて今後とも努力する。
人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　類似団体平均を大きく下回っているが、複数の一部事務組合に加入していることが要因であり、負担金に占め
る人件費・物件費等を加味し、今後とも抑制していく必要がある。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 みやき町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

26,977
51.89

9,229,487
8,985,902
211,985

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.52]

類似団体内順位

[ 112/153 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.25

1.90

0.69

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.52

みやき町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [95.6%]

類似団体内順位

[ 133/153 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

105.0

70.2

88.1

95.6

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[109,783円]

類似団体内順位

[ 100/153 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

240,942

68,905

104,138
109,783

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [95.4]

類似団体内順位

[ 65/153 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

103.0

80.8

95.6 95.4

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [9.30人]

類似団体内順位

[ 130/153 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

19.51

4.09

7.08

9.30

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [16.2%]

類似団体内順位

[ 106/153 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.5

0.4

13.3

16.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [392,712円]

類似団体内順位

[ 102/153 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,435,040

117,659

333,038
392,712

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

みやき町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：ここ３年間で連続した伸びを見せているが、町内に中心となる産業がないこと等により類似団体
平均を大幅に下回っている。引き続き、地方税の徴収強化や企業誘致による税源の確保等を行い、財政構造
の改善に努める。

経常収支比率：平成１７年３月の市町村合併以前から取り組んでいる退職職員の不補充による人件費の減
（平成17年4月1日時点の職員数294名を平成26年度までに186名とすることを目指す。）、施設管理費の抑制
等により前年度より0.9ポイント改善したが、類似団体や県内市町村と比べても依然として高い水準であり、１９
年度に作成した集中改革アクションプログラムに基づき行政の効率化を進めていく。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額：県内市町村平均は下回ったが、類似団体平均値より高い水準にあ
り、人件費がその要因となっている。今後も退職職員の不補充、保育所や養護老人ホーム等施設運営の民間
への移譲等について進めていく必要がある。

ラスパイレス指数：類似団体平均は下回ったものの、全国町村平均より高い水準にあり、引き続き退職職員の
不補充等、定員管理の適正化に努める。

人口１人当たり地方債現在高：前年度より若干改善されたが、類似団体を上回っている。新規発行額は必要最
小限に留め、残債が100億円を下回るよう努める。

実質公債費比率：一部事務組合建設施設に係る公債費元金の償還開始により上昇していくが、新規借入見込
より既借入分の償還完了が上回る見込みである。今後も起債依存度の高い事業を抑制し、率の圧縮に努めて
いく。

人口1,000人当り職員数：退職職員の不補充を継続しつつ、類似団体の数値を考慮しながら、事務事業の見直し
に伴う人員配置及び職員定数の適正化を図っていく。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 玄海町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

6,764
36.00

8,995,691
8,465,592
256,720

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [1.60]

類似団体内順位

[ 1/124 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.14

1.60

0.27

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

1.60

玄海町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [69.7%]

類似団体内順位

[ 2/124 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

106.0

64.0

87.6

69.7

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[255,882円]

類似団体内順位

[ 96/124 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

418,585

104,902

206,881

255,882

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [91.8]

類似団体内順位

[ 36/124 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

100.9

79.4

93.4 91.8

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [19.37人]

類似団体内順位

[ 109/124 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

25.45

7.44

14.59

19.37

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [4.2%]

類似団体内順位

[ 1/124 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.9

4.2

16.6

4.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [19,174円]

類似団体内順位

[ 1/124 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

3,000,000

2,000,000

1,000,000

0

2,307,312

19,174

932,278

19,174

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

玄海町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
○財政力指数　：　大型事業所により類似団体平均を上回る税収があるため、1.60となっているが、近年低下傾向（平成
16年度から平成18年度までに0.20の減）にあるため、歳出の徹底的な見直しと新総合計画に沿った施策の重点化の両立
に努め、活力あるまちづくりを展開しつつ、行政の効率化に努めることにより、財政の健全化を図る。

○経常収支比率　：　類似団体平均を17.9％上回る69.7％となっているが、近年上昇傾向（平成16年度から平成18年度ま
での3年間で2.8％上昇）にあるため、今後とも事務事業の見直しを更に進めるとともに優先度の低い事務事業については
計画的に廃止・縮小を進め、行財政改革への取組を通じて義務的経費の削減に努め、現在の水準を維持する。

○実質公債費比率　：　新総合計画のもと、地域住民との意見交換を図り適量・適切な事業実施により、類似団体平均を
大きく上回る4.2％となっている。この水準は過去3年間、同じ程度となっており、今後とも緊急度・住民ニーズを的確に把
握した事業の選択により、起債に頼ることのない財政運営に努める。

○人口１人当たり地方債現在高　：　現在のところ類似団体平均を大きく上回り、19,174円となっており、今後も他事業に
おける地方債の抑制等により、類似団体平均を下回ることがないよう財政の健全化に努める。

○ラスパイレス指数　：　給与体系の相違により、類似団体平均を1.6上回り、全国町村平均を2.1上回っている。今後も地域
の民間企業の平均給与の状況を踏まえ、給与の適正化に努める。

○人口1,000人当たり職員数　：　人口1,000人当たり職員数を類似団体と比較すると4.78人下回っているが、これは、保育
所や町民会館などの施設運営を直営で行っているために職員数が多いことが主な要因である。今後、職員数については、
平成25年までに定年退職、勧奨退職及び指定管理者制度の導入等により、類似団体を上回る数値を目標に職員数の削減
（平成25年までに7人の減）に努める。

○人口１人当たり人件費・物件費等決算額　：　人口１人当たりの金額が類似団体平均を49,001円下回っているのは、主に
人件費が要因となっている。これは、主に保育所や町民会館などの施設運営を直営で行っているためである。また、物件費
についても、これまで、広域事業で行ってきた業務を委託しているためである。今後は、民間でも実施可能な部分について
は、指定管理者制度の導入などにより、民営化を進めるとともに、給与制度についての是正や新規採用の抑制による職員
数の削減（平成25年までに7人の減）など人件費の削減（年間5,000千円の減）に努めるとともに、賃金、旅費、需用費及び
委託料等の物件費についての徹底した見直しを行い、行財政の健全化を図っていく方針である。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 有田町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

22,043
65.80

9,221,365
9,007,559
210,952

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.39]

類似団体内順位

[ 138/153 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.25

1.90

0.69

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.39

有田町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [102.8%]

類似団体内順位

[ 150/153 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

105.0

70.2

88.1

102.8

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[127,119円]

類似団体内順位

[ 126/153 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

240,942

68,905

104,138

127,119

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.5]

類似団体内順位

[ 37/153 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

103.0

80.8

95.6
93.5

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.48人]

類似団体内順位

[ 141/153 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

19.51

4.09

7.08

10.48

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [15.6%]

類似団体内順位

[ 100/153 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.5

0.4

13.3
15.6

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [636,154円]

類似団体内順位

[ 139/153 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,435,040

117,659

333,038

636,154

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

有田町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
【財政力指数】　固定資産税、合併に伴う都市計画税の廃止等による町税の減収から、０．３９と類似団体を下回っているため、集中
改革プランおよび有田町財政健全化計画に基づく施策の重点化及び効率化を進めながら、退職者の完全不補充、税収の徴収率向上

対策（3年間で１％の向上）を中心とする歳入確保に努める。

【経常収支比率】　地方交付税や臨時財政対策債等の一般財源の減少に加え、公債費の増加等により１０２．８％と類似団体を大きく
上回っている。平成18年度末から21年度にかけての繰上償還の実施による後年度負担の軽減、行財政緊急プログラムに基づく定員適
正化計画（18年度＝234人→22年度＝201人。ただし、病院、消防を除く）の実施、平成20年度からは特別職報酬と職員給の２％カット上

積みによる人件費の削減など義務的経費の削減に努め、経常収支比率を22年度までに９０％台前半まで改善させることを目標とする。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】　類似団体平均を上回っており、今後は定員適正化計画に基づく人件費の抑制、施設
の統廃合等による物件費の縮減に努める。

【ラスパイレス指数】　全国町村平均及び類似団体を下回る９３．５となっているが、行財政緊急プログラムに基づき、19年度より特別
職報酬（５％削減実施済み）、管理職手当（20％削減済み）、職員給の削減等により、より一層の給与の適正化に努める。

　　【人口1人当たり地方債残高】　類似団体を上回っている。18年度から22年度にかけての繰上償還の実施により
　　後年度負担の軽減に努めるとともに、合併特例債の効果的活用による全体的な起債の抑制を図りながら、平成

　　24年度での町債残高100億円を下回ることを目標としている。

　　【実質公債費比率】　類似団体を上回る１５．６％となっている。元利償還金は、平成20年度をピークに減少に転ず
　　るものと見込まれ、新規発行の抑制、借換えや利率見直し、繰上償還などの実施により健全化に努める。

　　【人口1000人当たりの職員数】　平成18年３月の合併以後、退職者の不補充などにより定員適正化に努めてき
　　ているが、類似団体を上回っている。今後は、定員適正化計画の実施（H18年度＝234人→22年度＝201人。た
　　だし、病院、消防を除く）と事務事業の見直しにより、より適切な人員管理に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 大町町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

7,929
11.46

2,913,202
2,842,447
70,755

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.38]

類似団体内順位

[ 47/83 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.18

1.78

0.51

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.38

大町町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [97.8%]

類似団体内順位

[ 67/83 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

113.0

63.3

89.1

97.8

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[146,882円]

類似団体内順位

[ 25/83 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

356,113

98,924

176,801
146,882

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [91.8]

類似団体内順位

[ 35/83 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.7

84.2

92.5 91.8

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [11.48人]

類似団体内順位

[ 35/83 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

23.56

7.35

12.21 11.48

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.2%]

類似団体内順位

[ 26/83 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

30.0

4.1

15.3 13.2

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [543,776円]

類似団体内順位

[ 33/83 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,868,612

116,222

627,359 543,776

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

大町町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

財政力指数 ：昨年より若干上昇し０．３８となっているが、依然として類似団体平均より低い値である。その要因は、地方
税の差と考えられる。今後は地方税の徴収強化を図りながら、企業誘致等に取り組むことにより財政基盤の強化に努め
る。

経常収支比率 ： 交付税、臨時財政対策債の減少に伴い経常一般財源分が減少した一方、公債費の増加により経常経
費充当一般財源が増加したことにより、９７．８％と類似団体平均を大きく上回っている。人件費に係るものが４１．１％と
高い水準にあるため、定員適正化計画の基づく職員数の削減(H18～H22で20名削減）並びに給与の適正化を図り、経常
経費の抑制に努め、経常収支比率の上昇を抑える。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額 ： 類似団体平均と比較して、人件費・物件費等の適正度が低くなっている要因
として、消防業務や介護保険業務、ごみ・し尿処理業務等を一部事務組合で行っていることが挙げられる。これらの負担
金に公営企業会計や特別会計への人件費等の繰出金といった費用を合計した場合、人口１人当たりの金額は大幅に増
加することになる。今後はこれらも含めた経費について、抑制していく必要がある。

ラスパイレス指数 ： 実施中の職員削減計画(H18～H22で20名削減）により、類似団体平均を下回っており、今後は昇給昇
格制度の見直しにより更なる適正化を図る。

人口１人当たり地方債現在高 ： 現在のところ類似団体平均値を下回っているが、今後、町道改良や公民館改修などの過
疎対策事業等が控えており、起債残高が増加しないよう他事行の地方債発行を抑制する。

実質公債費比率 ： 過去からの起債抑制策により類似団体平均を下回っているが、今後も大規模な事業計画の整理・縮小
を図るなど、引き続き水準を抑える。

人口１，０００人当たり職員数 ： 新規採用抑制により類似団体平均を下回っている。今後も定員適正化計画に基づく定年
退職者の不補充や民間委託の推進等により、H18～H22の５年間で職員数を20人削減する等、より適切な定員管理に努め
る。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 江北町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

9,774
24.48

3,918,714
3,840,537
75,917

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.39]

類似団体内順位

[ 45/83 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.18

1.78

0.51

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.39

江北町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [85.0%]

類似団体内順位

[ 22/83 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

113.0

63.3

89.1
85.0

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [121,923円]

類似団体内順位

[ 10/83 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

356,113

98,924

176,801

121,923

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [94.0]

類似団体内順位

[ 56/83 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.7

84.2

92.5

94.0

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.80人]

類似団体内順位

[ 10/83 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

23.56

7.35

12.21

8.80

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [17.1%]

類似団体内順位

[ 55/83 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

30.0

4.1

15.3
17.1

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [673,887円]

類似団体内順位

[ 51/83 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,500,000

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,868,612

116,222

627,359
673,887

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

江北町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数　：　　高齢者保健福祉費の増加及び下水道事業への取り組みの本格化等による基準財政需用額の増加に
より、指数の低下となった。
　
経常収支比率　：　例年にない法人税の伸びにより自主財源の比率が高まったことにより類似団体より低い指数となっ
た。今後は扶助費や特別会計への繰出金については増加が見込まれるので、引き続き、事務事業の見直し、定員管理
適正化など行財政改革に取り組む必要がある。

人件費・物件費の適正度　：　類似団体平均と比較して人件費・物件費の適正度が低くなっている要因として、過去から
の新規職員採用抑制により類似団体平均を大きく下回っていると考えられる。今後職員数については，集中改革プラン
の定員管理計画に沿った定年退職者の不補充や新規職員採用の抑制で類似団体平均の水準まで職員数を削減する。

給与水準の適制度　：　国と比較した場合は低い水準にあり、全国町村との比較においても平均値を維持しているので今
後ともこの水準を維持していきたい。

将来負担の健全度　：　水道事業の安定供給のための借入や、過疎対策事業の取組みにより借入額が増加したものであ
るが、現在、借り入れについては抑制基調にあり、将来の負担を充分に考慮し、慎重な姿勢で取り組む。

公債費負担の健全度　：　下水道会計への公債費負担の増加、及び、複合施設建設に伴う借り入れ返済の本格化によりし
ばらくは高い水準で推移する。

定員管理の適制度　：　定員管理適正化計画に基づき退職者の不補充や新規職員採用の抑制で類似団体平均よりも大き
く下回っている。今後とも集中改革プランの定員管理計画に沿って職員数の抑制に努める。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 白石町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

27,218
99.46

12,053,898
11,838,168
200,435

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.34]

類似団体内順位

[ 5/17 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.19

0.63

0.39

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.34

白石町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [94.4%]

類似団体内順位

[ 8/17 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

99.7

85.6

92.4

94.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [140,331円]

類似団体内順位

[ 6/17 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

205,023

90,430

120,250

140,331

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.4]

類似団体内順位

[ 15/17 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

97.5

87.3

93.0

96.4

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [10.95人]

類似団体内順位

[ 10/17 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

0.00

18.50

5.67

8.77

10.95

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [13.3%]

類似団体内順位

[ 2/17 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

23.9

11.5

16.0

13.3

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [580,121円]

類似団体内順位

[ 5/17 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

1,400,000

1,200,000

1,000,000

800,000

600,000

400,000

200,000

0

1,201,759

219,815

522,158
580,121

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

白石町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
（財政力指数）はH16年度の合併以降、0．29→0．31→0．34と連続した伸びを見せているものの、これは基準財政需要
額の減少などによる計算上のものであり、実質的には人口の減少や全国平均を上回る高齢化率（H18年度末27．58％）
に加え、基幹産業である第一次産業の長引く低迷などにより財政基盤は弱く、県内市町平均を大きく下回っており、類似
団体平均も若干下回っている。今後も歳入の大幅な増加は見込めないため、歳出の徹底した抑制や地方税の徴収強化
等の取組みを通じて、財政基盤の強化に努める。
（経常収支比率）も年々上昇しており、H18決算でも前年度から1．4％上昇して県内市町平均、類似団体平均ともに上
回っている。上昇の要因は、普通交付税や臨時財政対策債などの歳入一般財源が減少する中で、公債費や繰出金と
いった経常経費が増加したためである。公債費については、H20年度から合併特例債の元金償還が始まるなど今後も増
加傾向にあるため、起債抑制の対策に努める。繰出金も同様に増加傾向にあるため、下水道事業などの今後計画して
いく事業は、後年度負担の影響を考慮しながら実施していく。歳出全般的には引き続き各事務事業を見直し、経常経費
の削減に努める。
（人口１人あたり人件費・物件費等決算額）が県内市町及び類似団体平均を上回っているのは主に人件費が要因となっ
ている。決算額では年々減少しており、H18も対前年度△2．6％減少しているものの、職員数が県内市町平均、類似団体
平均を上回っていることによるものである。H16年度の合併で職員数が膨れあがっているものであるが、今後は定員管理

適正化計画（5年間で19名純減）や行財政改革集中改革プラン（15年間で79名純減）に基づく職員総数の削減に努め、人
件費の抑制を図る。
（ラスパイレス指数）は全国町村平均、類似団体平均を上回っている。表には示されていないが、県内市町平均（96．3）並
みである。地域の民間企業の状況を踏まえ、給与の適正化を行い類似団体平均水準を目標に数値の低下に努める。
（人口１人当たり地方債現在高）は過去の普通建設事業に係る起債の償還等に伴い上昇し、県内市町平均及び類似団体
平均を上回っている。今後も合併特例事業などの大規模な起債事業を控えているため上昇傾向にあるが、これらの事業計
画を整理・縮小し、起債発行上限枠を設定するなど後年度負担の軽減を図る。また、H19年度から実施される「公的資金補
償金免除繰上償還」等の制度は積極的に活用し、起債残高の減少化に努める。
（実質公債費比率）は現在のところ県内市町平均、全国市町村平均及び類似団体平均を下回っている。今後控える大規
模事業や下水道事業への繰出金の増加など、今後比率は上昇していくものと思われる。前述のように、事業計画の整理・
縮小などを行い、比率の上昇を抑制に努める。
（人口1,000人当たり職員数）は県内市町平均及び類似団体平均を上回っている。今後は定員管理適正化計画や行財政
改革集中改革プランに基づき、退職者の不補充や、早期退職制度の推進を行い、職員総数の着実な純減を図る。



市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)

佐賀県 太良町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

10,786
74.21

4,588,847
4,517,543
63,691

人(H19.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.27]

類似団体内順位

[ 30/55 ]

全国市町村平均

0.53
佐賀県市町村平均

0.53
0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.15

0.58

0.31

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.27

太良町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [93.4%]

類似団体内順位

[ 37/55 ]

全国市町村平均

90.3
佐賀県市町村平均

93.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

100.3

76.2

89.8

93.4

人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[125,780円]

類似団体内順位

[ 11/55 ]

全国市町村平均

116,701
佐賀県市町村平均

111,833

(円)

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

276,624

103,566

157,565

125,780

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.4]

類似団体内順位

[ 28/55 ]

全国市平均

97.9
全国町村平均

93.9
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

99.6

85.2

93.1
93.4

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [8.07人]

類似団体内順位

[ 5/55 ]

全国市町村平均

7.82
佐賀県市町村平均

8.04

(人)

40.00

30.00

20.00

10.00

0.00

26.33

5.91

11.12
8.07

公債費負担の健全度

実質公債費比率 [10.6%]

類似団体内順位

[ 4/55 ]

全国市町村平均

15.1
佐賀県市町村平均

15.2

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

25.7

2.2

16.3

10.6

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [445,417円]

類似団体内順位

[ 4/55 ]

全国市町村平均

456,703
佐賀県市町村平均

454,087

(円)

2,000,000

1,500,000

1,000,000

500,000

0

1,738,568

337,021

709,682

445,417

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

太良町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　　　　　　　：　上昇傾向にあるものの、国や県に対する財源の依存度は高く、類似団体平均
を
　　　　　　　　　　　　　　下回っている。歳出の徹底的な見直しを図るとともに、地方税や使用料の徴
収
　　　　　　　　　　　　　　強化に取り組みながら、財政基盤の強化に努める。

経常収支比率　　　　　　：　歳出削減により人件費、物件費、維持補修費は減少したものの、補助費等と
公
　　　　　　　　　　　　　　債費の増加が大きかったため、前年度に比べて1.0ポイント増加し、類似団体
　　　　　　　　　　　　　　平均を3.4ポイント上回っている。人件費、物件費、補助費等の更なる歳出削
　　　　　　　　　　　　　　減を図るとともに、地方債新規発行の抑制に努める。

人口１人当たり人件費・　：　類似団体平均は下回っているが、今後も定員適正化計画に沿った職員数の削
減

ラスパイレス指数　　　　：　前年度に比べて1.3ポイント増加しているが、類似団体平均とほぼ同水準であ
る。
　　　　　　　　　　　　　　今後も適正な給与水準の維持に努める。

人口1000人当たり職員数　：　平成18年度から実施している定員適正化計画に基づき、適正な定員管理を行っ
てい
　　　　　　　　　　　　　　る。平成22年度までに６％削減を実施する。

実質公債費比率　　　　　：　普通会計の公債費増加に加えて公営企業会計に係る公債費も増加しているた
め、前
　　　　　　　　　　　　　　年度より0.9ポイント上昇している。今後も比率上昇は続くものと推測され、地
方
　　　　　　　　　　　　　　債新規発行の抑制に努め、公債費削減に取り組む。


